
証券コード　8139
平成30年６月12日

株 主 各 位
東京都台東区上野一丁目15番３号

代表取締役社長 長 堀 慶 太

第57期定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第57期定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年６月26日（火曜日）
営業時間の終了の時（午後6時）までに到着するようご返送くださいますようお願
い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成30年６月27日（水曜日）午前10時
２．場 所 東京都台東区池之端一丁目４番１号

東天紅上野店　５階　飛鳥
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 　　第57期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）事

業報告、計算書類、連結計算書類ならびに会計監査人およ
び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役２名選任の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提
　出くださいますようお願い申しあげます。

◎本定時株主総会招集ご通知添付書類のうち、連結計算書類の連結注記表およ
び計算書類の個別注記表につきましては、法令および当社定款第14条の規定に
基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（www.nagahori.co.jp)に掲載し
ておりますので、本招集ご通知添付書類には記載しておりません。
なお、監査報告を作成するに際し、監査役および会計監査人が監査をした連結

　計算書類および計算書類には、本招集ご通知添付書類に記載の各書類のほか、
　当該連結注記表および個別注記表を含んでおります。
◎株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が

　生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト　　　　
　(www.nagahori.co.jp)に掲載させていただきますので、ご了承ください。
◎お土産配布の取りやめについて
株主総会にご来場の株主様へのお土産の配布は廃止とさせていただきます。
何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。

－ 1 －



（添付書類）

事　 業　 報　 告

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

１．企業集団の現況

(1) 事業の経過および成果

　当連結会計年度における我が国経済は、政府の経済政策等を背景に企業収

益の改善や雇用の拡大が続き、景気は緩やかな回復基調で推移する一方で、

欧米の政治情勢、近隣諸国の地政学リスクや原材料価格の上昇が懸念される

など先行きは依然として不透明な状況が続いております。

　ジュエリー業界は、景気の先行き不透明感のなかでの消費者の節約志向の

流れは依然変わらない状況が続いております。インバウンドによる消費と富

裕層顧客による消費は堅調でありましたが、一方でボリュームゾーンである

中間層では、実質賃金の伸び悩みもあり消費者の買い控えは変わらず長期化

し、消費の二極化は続いております。

　当社グループにおきましては、期初の落ち込みのカバーと業績の底上げの

ため、富裕層を主力とする百貨店向け卸売事業、地方拠点梃入れと「量より

質の追求」による効率重視を進める卸売事業、「選択と集中」として不採算

店舗の閉鎖による採算性向上を目指した直営小売事業それぞれにおいて課題

に対応した機能強化に努めました。特に百貨店向け卸売事業では、富裕層向

け商品を中心とした展示会の開催等を含め積極的に販促費を投入した営業活

動を行いました。また、直営の小売事業につきましても引続き不採算店舗の

閉鎖等を行いながら、既存店ベースでの採算性向上に向けた細やかな営業活

動を行い、売上高は当初予想を上回ることができました。しかしながら、投

入経費に見合った利益確保には至らず、誠に遺憾ながら営業利益、経常利益、

最終利益ともに当初の予想を大きく下回る状況となりました。

　この結果、当社グループの当連結会計年度の売上高は211億99百万円（前期

比1.6%減少）、営業利益は73百万円（同49.7％減少）、経常利益は18百万円

（同80.7％減少）、親会社株主に帰属する当期純利益は57百万円（前期　親

会社株主に帰属する当期純損失51百万円）となりました。

　セグメント別に見ますと、宝飾事業におきましては売上高は210億85百万円

（前期比1.4％減少）、セグメント利益32百万円（同70.1％減少）となりまし

た。貸ビル事業におきましては売上高は66百万円（同6.3％増加）、セグメン
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ト利益17百万円（同12.2％減少）となりました。太陽光発電事業におきまし

ては売上高は48百万円(同1.5％減少)、セグメント利益23百万円(同11.3％減

少)となりました。

売上実績（外部顧客）の内訳
（単位：百万円）

区　分

前連結会計年度
自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

当連結会計年度
自平成29年４月１日
至平成30年３月31日

増　　　減

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 比率

宝
飾
事
業

％ ％ ％

ダイヤモンド及びダイヤ
モンド関連ジュエリー

3,385 15.7 3,009 14.2 △375 △11.1

貴石及び貴石関連
ジュエリー

1,502 7.0 1,418 6.7 △83 △5.5

真珠及び真珠関連
ジュエリー

1,514 7.0 1,392 6.6 △121 △8.0

チェーン関連ジュエリー 6,282 29.2 7,063 33.3 781 12.4

ブライダル及びファ
ッションジュエリー

3,599 16.7 3,207 15.1 △391 △10.9

インポート及びデザ
イナージュエリー

2,051 9.5 2,026 9.5 △24 △1.2

加工・リメイク 317 1.5 374 1.8 57 18.0

生産事業ＯＥＭ製品 1,747 8.1 1,751 8.3 3 0.2

時計 884 4.1 762 3.6 △122 △13.9

その他 99 0.5 77 0.4 △21 △21.8

計 21,383 99.3 21,085 99.5 △298 △1.4

健康産業事業 45 0.2 － － △45 △100.0

貸ビル事業 62 0.3 66 0.3 3 6.3

太陽光発電事業 48 0.2 48 0.2 △0 △1.5

売 上 高 合 計 21,539 100.0 21,199 100.0 △340 △1.6
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(2) 設備投資の状況

特に記載すべき事項はございません。

(3) 資金調達の状況

特に記載すべき事項はございません。

(4) 財産および損益の状況の推移

区 分
第54期

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

第55期

(平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで)

第56期

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

第57期
(当連結会計年度)

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

百万円 百万円 百万円 百万円

売 上 高 20,238 21,579 21,539  21,199

親会社株主に帰属する 百万円 百万円 百万円 百万円
当期純利益又は親会社
株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 （ △ ）

34 △992 △51 57

円 円 円 円
１株当たり当期純利益
又 は 1 株 当 た り
当 期 純 損 失 （ △ ）

2.26 △64.75 △3.38 3.72

百万円 百万円 百万円 百万円

総 資 産 25,132 25,383 25,365  25,197

百万円 百万円 百万円 百万円

純 資 産 14,382 13,124 13,044  13,028

円 円 円 円

１ 株 当 た り
純 資 産

937.84 855.79 850.56 849.56

(5) 重要な子会社の状況（平成30年３月31日現在）

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

ソ マ 株 式 会 社
百万円
100

％
100.0 貴金属製造加工卸

ナガホリリテール株式会
社

10 100.0
宝飾品小売、店舗運営管理
業務受託

エスジェイジュエリー
株 式 会 社

259 100.0
宝飾品製造、卸売、輸出入
事業

株 式 会 社
仲 庭 時 計 店

30 100.0 時計卸売

長 堀 （ 香 港 ）
有 限 公 司

百万HK$
5 100.0 宝飾品卸売

（注）１．当社の議決権比率は、上記の当社の出資比率と同じであります。
２．当社は、平成30年４月１日付で当社が行う小売事業（ニコロポーロ、ＷＩＳＰ等）の

一部を、ナガホリリテール株式会社（平成30年１月30日付で「プロディア株式会社」か
ら商号変更）へ会社分割（吸収分割）により承継させております。

－ 4 －



(6) 対処すべき課題

　ジュエリー業界における個人消費を取り巻く環境は、物流費、原材料等の

上昇リスク顕在化により景気の不透明感は続くものと予想され、消費の二極

化は依然として継続し全体的な消費者の節約志向に大きな変化は見込みがた

いものと想定されます。

　この様な状況を踏まえ、百貨店グループ別また店舗ごとに対し差別化でき

る富裕層向け独自商品開発、営業企画強化を推進し、さらに新たな出店先の

開拓を推進し、事業規模・収益の拡大が見込める同事業部門への経営資源の

傾斜配分を行い、卸売事業においては、ＯＥＭ（Original Equipment 

Manufacturing)の更なる営業強化、専門店プライベートブランドのＯＤＭ

(Original Design Manufacturing)営業強化、自社重点ブランド販売強化等に

よる収益力および収益性の強化を進めてまいります。また直営小売事業部門

におきましては、より専門性・機動性を発揮できるように会社分割により小

売専業の子会社に事業を集中いたします。さらに業績不振の関係会社につい

ては組織改革による抜本的企業体質の改善を行い、安定的な売上と利益確保

ができるよう取り組んでまいります。

(7) 主要な事業内容（平成30年３月31日現在）

　当社グループは、当社および連結子会社５社で構成されており、貴金属・

宝飾品等の卸・製造加工および国内・国外販売、貸ビル事業ならびに太陽

光発電事業を行っております。
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(8) 主要な営業所および工場（平成30年３月31日現在）

本社 東京都台東区上野一丁目15番３号

名 称 所 在 地

福 岡 支 店 福 岡 市 博 多 区

大 阪 営 業 部 大 阪 市 中 央 区

ア ト リ エ 　 ド 　 モ バ ラ 千 葉 県 茂 原 市

ソ マ 株 式 会 社 福 島 県 相 馬 市

ナ ガ ホ リ リ テ ー ル 株 式 会 社 東 京 都 台 東 区

長 堀 （ 香 港 ） 有 限 公 司 中 国 香 港 特 別 行 政 区

エ ス ジ ェ イ ジ ュ エ リ ー 株 式 会 社 東 京 都 台 東 区

株 式 会 社 仲 庭 時 計 店 大 阪 市 中 央 区

(9) 従業員の状況（平成30年３月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

従　業　員　数　(名） 前連結会計年度末比(名）

702（83） △53（9）

　（注）・従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は、（　）内に年間の平均人員を外数で
記載しております。

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 ( 名 ） 前事業年度末比（名） 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

513（68） △6（9） 46歳1ヵ月 9年2ヵ月

（注）　・従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員を外数で記
　載しております。

(10）主要な借入先（平成30年３月31日現在）

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 り そ な 銀 行 3,790百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,100百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 1,600百万円

株 式 会 社 常 陽 銀 行 1,136百万円

株 式 会 社 七 十 七 銀 行 300百万円

株 式 会 社 北 陸 銀 行 150百万円
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２．株式の状況（平成30年３月31日現在）
①　発行可能株式総数 40,000,000株

②　発行済株式の総数 16,773,376株（自己株式1,437,754株を含む）

③　株主数 4,293名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

有 限 会 社 エ ム エ フ 長 堀 1,180千株 7.7%

長 堀 ク リ エ イ ト 株 式 会 社 800 5.2

株 式 会 社 り そ な 銀 行 766 5.0

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 704 4.6

長 堀 守 弘 573 3.7

株 式 会 社 常 陽 銀 行 534 3.5

長 堀 慶 太 525 3.4

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 407 2.7

長 　 堀 　 不 二 代 373 2.4

株 式 会 社 北 陸 銀 行 332 2.2

（注）１．持株比率は自己株式1,437,754株を控除して計算しております。

２．当社は自己株式1,437,754株を保有しておりますが、上記大株主には含めておりませ

ん。
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３．会社役員の状況

①　取締役および監査役の状況（平成30年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 長 堀 慶 太

ソマ株式会社代表取締役社長
長 堀 （ 香 港 ） 有 限 公 司 取 締 役
エ ス ジ ェ イ ジ ュ エ リ ー 株 式 会 社 代 表 取 締 役 会 長
株 式 会 社 仲 庭 時 計 店 代 表 取 締 役 会 長

常 務 取 締 役 田 端 　 馨 管理本部長

取 締 役 白 川 文 彦 ホールセール事業部長

取 締 役 富 樫 直 記

日興アセットマネジメント株式会社
社外取締役
オリバー・ワイマングループ株式会社
代表取締役日本代表パートナー
株式会社クレディセゾン社外取締役

常 勤 監 査 役 篠 　 原 　 　 　 繁

監 査 役 佐 藤 亮 輔 佐藤税理士事務所

監 査 役 岩 上 和 道 公益財団法人日本サッカー協会副会長

（注）１．取締役富樫直記氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

　　　２．監査役篠原繁氏、佐藤亮輔氏および岩上和道氏は、会社法第２条第16号に定める社外

監査役であります。

３．監査役佐藤亮輔氏は、税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度

の知見を有しております。

４．当社は、取締役富樫直記氏、監査役篠原繁氏、監査役佐藤亮輔氏、および監査役岩上

和道氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出て

おります。

②　取締役および監査役に支払った報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 ５名 43百万円

監 査 役 ３名 7百万円

合 計 ８名 51百万円

（注）１．上記には、平成29年４月30日に退任した取締役１名を含んでおります。

２．株主総会の決議による取締役および監査役報酬限度額は、取締役報酬が年額150百万円

以内（使用人兼務取締役の使用人分給与等を含まない）、監査役報酬が20百万円以内

であります。（昭和62年６月26日開催の定時株主総会決議）

３．支給額のうち、社外取締役１名、社外監査役３名の報酬等の総額は10百万円でありま

す。

４．上記のほか、費用処理した役員退職慰労引当金繰入額８百万円および使用人兼務取締

役に対する使用人分給与等１百万円があります。
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③　社外役員に関する事項

イ．当事業年度における主な活動状況
　取締役富樫直記氏は当事業年度に開催された取締役会19回のうち16
回出席し、主に経営コンサルタントおよび経営者としての豊富な経験
と専門的見地から客観的な立場で発言を行っております。
　監査役篠原繁氏は当事業年度に開催された取締役会19回のうち19回、
監査役会13回のうち13回全てに出席し、金融機関で培われた業務知識
や、会社役員の経験等から、主に経営者としての豊富な経験と高い見
識に基づき発言を行っております。
　監査役佐藤亮輔氏は当事業年度に開催された取締役会19回のうち16
回、監査役会13回のうち13回全てに出席し、主に税理士としての高い
見識と専門的見地から客観的な立場で発言を行っております。
　監査役岩上和道氏は当事業年度に開催された取締役会19回のうち13
回、監査役会13回のうち10回出席し、スポーツ団体役員等その豊富な
経験と大所高所の見地から客観的な立場で発言を行っております。
　なお、当社と各社外役員の兼職先との間では、特別な関係はありま
せん。

ロ．責任限定契約の内容の概要
　当社と社外取締役および各社外監査役は、会社法第427条第１項の規
定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結
しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任
限度額としております。

４．会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　監査法人日本橋事務所

②　報酬等の額

区 分 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 18百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

18百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

２．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を

踏まえ、会計監査人の監査計画の内容、過年度の職務執行状況および当事業年度の報

酬見積りの算出根拠等を検討した結果、会計監査人の報酬等について、会社法第399条

第１項の同意を行っております。
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③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任

いたします。

　また、監査役会は、上記の場合のほか、会計監査人が適切に職務を遂行

することが困難であると認められる場合、その他必要があると判断される

場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案

の内容を決定いたします。

５．業務の適正を確保するための体制等の概要

　当社は、法令遵守に基づく企業倫理の重要性を認識するとともに、変化する

社会・経済環境に対応した迅速な経営意思の決定と、経営の健全性向上を図る

ことによって株主価値を高めることを経営上のもっとも重要な課題の一つとし

て位置付けております。その実現のために、株主の皆様やお客様をはじめ、取

引先、地域社会、従業員等のステークホルダーとの良好な関係を築くとともに、

株主総会、取締役会、監査役会、会計監査人など、法律上の機能制度を一層強

化・改善し的確な経営の意思決定、それに基づく迅速な業務執行、ならびに適

正な監督・監視を可能とする経営体制を構築するとともに、個々人のコンプラ

イアンス意識を高めるための研修・教育を徹底し、総合的にコーポレート・ガ

バナンスを充実させていきたいと考えております。

　そのため、以下の内部統制にかかる管理体制の確立を図ります。

（１）業務の適正を確保するための体制

１．取締役・従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制

　① 取締役会は、法令等遵守のための体制を含む内部統制システムの整備方

針・計画について決定するとともに、定期的に状況報告を受けます。

　② 監査役は、独立した立場から、内部統制システムの整備・運営状況を含

め、取締役の職務執行を監査します。

　③ 内部統制を統括する部門の配置により、内部統制システムの計画・整備

を行うとともに、内部統制システムが有効に機能しているかを確認し、

問題点の把握を行いその対策を具体化します。

　④ 当会社の事業に適用される法令等を識別し、その内容を関連部署に周知

徹底することにより、役員および従業員のコンプライアンス意識の維

持・向上を図り、法的要求事項を遵守する基盤を整備します。

　⑤ 通報者の保護を徹底した通報・相談システムを充実します。

－ 10 －



２．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　① 定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定ならびに取締役の業

務執行状況の監督等を行います。
　② 取締役会の機能をより強化し経営効率を向上させるため、常務会を開催

し、業務執行に関する基本的事項および重要事項に係る意思決定を機動
的に行います。

　③ 社長以下取締役をメンバーとする経営戦略会議を設け、絞り込んだテー
マについて、議論を行います。

　④ 取締役の職務権限と担当業務を明確にし、会社の機関相互の適切な役割
分担と連携を確保します。

　⑤ 業務の簡素化、組織のスリム化およびITの適切な利用を通じて業務の効
率化を推進します。

３．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する事項
　① 文書取扱規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的

媒体（以下、文書等という）に記録し、保存します。
　② 取締役および監査役が、常時これらの文書等を閲覧できる体制を整備し

ます。

４．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　① 事業目的と関連した経営に重大な影響を及ぼすリスクをトータルに認

識、評価する仕組みを整備するとともに、リスク管理に関する規程を整
備し、平時における事前予防体制を整備します。

　② 経営に重大な影響を及ぼす不測事態が発生し、または発生するおそれが
生じた場合の体制を事前に整備し、有事の対応を迅速に行なうとともに、
再発防止策を講じます。

５．監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当
該従業員に関する事項

　① 取締役は、監査役の求めにより、監査役の職務を補助する監査役スタッ
フとして適切な人材を配置します。

　② その人事については、取締役と監査役が意見交換を行います。

６．取締役および従業員、子会社取締役および従業員が監査役に報告するため
の体制その他の監査役への報告に関する体制

　① 監査役の職務の効率的な遂行のため、取締役および従業員は、会社経営
および事業運営上の重要事項ならびに業務執行の状況および結果につい
て監査役に報告します。

　② 取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発
見した場合は、直ちに監査役に報告します。

　③ 監査役への報告は、誠実にもれなく行なうことを基本とし、定期的な報
告に加えて、必要の都度遅滞なく行ないます。
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７．その他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保する体制

　① 代表取締役と監査役は、相互の意思疎通を図るため、定期的な会合をも

ちます。

　② 取締役は、監査役の職務の適切な遂行のため、監査役と子会社等の取締

役等との意思疎通、情報の収集・交換が適切に行なえるよう協力します。

　③ 取締役は、監査役の職務遂行にあたり、監査役が必要と認めた場合

に、弁護士、公認会計士等の外部専門家との連携を図れる環境を整備し

ます。

８．当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

　① 子会社および関連会社（以下、「関係会社」という）との緊密な連携の

もとに業務の適正維持・向上に努めます。

　② 関係会社の経営については、その自主性を尊重しつつ、事業内容の定期

的な報告と重要案件について事前の協議を行います。

９．反社会的勢力の排除に向けた体制

　当社および当社グループは、市民の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢

力に対し一切の関係をもたず、不当な要求や取引に応じたりすることないよ

う毅然とした対応、姿勢をとります。その整備として、当社および当社グル

ープは、関係行政機関等からの情報収集に努め、またこれらの問題が発生し

た時は、関係行政機関や当社顧問弁護士と緊急に連絡をとり組織的に対処で

きる体制を構築します。

10．財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社および当社グループは、金融商品取引法に定める財務計算に関する書

類その他の情報の適正性を確保するため、代表取締役社長の指示の下、財務

報告にかかる内部統制システムの構築を行い、その仕組みが適正に機能する

ことを継続的に評価し必要な是正を行うとともに、その適合性を確保します。
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（２）業務の適正を確保するための体制の運用状況

　当社では、前記業務の適正を確保するための体制に関する基本方針に基づ

いて、体制の整備とその適切な運用に努めております。当事業年度における

当該体制の運用状況の概要は次のとおりです。

①コンプライアンスに対する取組みの状況

　「コンプライアンス規程」などその他の社内規程は常に社内で閲覧可能な

状態にあり、法令等遵守した適正な業務活動を行うよう、新入社員研修やそ

の他の重要会議等機会があるごとに教育指導を実施いたしました。

②職務執行の適正および効率性の確保に対する取組みの状況

　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会を

19回、常務会を12回開催し、取締役会規程、常務会規程に定められた重要項

目について確認・決定いたしました。さらに、取締役・執行役員・部長・関

係会社代表者をもって組織されるグループ連絡会を24回開催し、当社の各部

門、および子会社の経営状況を適切に把握すると同時に、詳細な業績分析と

報告、業務執行の具体的な内容・対応策について審議を行っております。

　子会社の重要事項の決定については、「関係会社管理規程」に従い、当社

が事前承認を行い業務の適正を確保しております。

　監査役は、監査役会を13回開催するとともに、取締役会、グループ連絡会

その他の重要な会議に参加し、取締役の職務執行状況について監査を行いま

した。

以　上

－ 13 －



連 結 貸 借 対 照 表

（平成30年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

17,344,222

2,100,591

2,285,776

11,869,124

240,418

679,691

74,745

128,944

△35,071

7,852,958

5,864,599

1,891,200

246,312

3,292,869

13,778

420,439

121,910

1,866,447

858,372

33,680

25,389

1,145,700

△196,695

流 動 負 債 9,727,308

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,239,882

短 期 借 入 金 7,686,000

１年内返済予定の長期借入金 115,504

未 払 法 人 税 等 114,880

賞 与 引 当 金 57,674

役 員 賞 与 引 当 金 2,800

そ の 他 510,566

固 定 負 債 2,441,366

長 期 借 入 金 1,274,896

退 職 給 付 に 係 る 負 債 605,702

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 151,292

繰 延 税 金 負 債 60,484

再評価に係る繰延税金負債 48,841

そ の 他 300,149

負 債 合 計 12,168,675

純 資 産 の 部

株 主 資 本 13,736,893

資 本 金 5,323,965

資 本 剰 余 金 6,275,173

利 益 剰 余 金 2,619,164

自 己 株 式 △481,411

その他の包括利益累計額 △708,387

その他有価証券評価差額金 129,878

土 地 再 評 価 差 額 金 △853,614

為 替 換 算 調 整 勘 定 15,347

純 資 産 合 計 13,028,505

資 産 合 計 25,197,180 負 債 純 資 産 合 計 25,197,180
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連 結 損 益 計 算 書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 21,199,420

売 上 原 価 15,065,864

売 上 総 利 益 6,133,556

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,060,511

営 業 利 益 73,044

営 業 外 収 益 50,537

受 取 利 息 197

受 取 配 当 金 21,174

為 替 差 益 3,896

そ の 他 25,268

営 業 外 費 用 105,361

支 払 利 息 84,964

手 形 売 却 損 10,359

そ の 他 10,038

経 常 利 益 18,220

特 別 利 益 189,322

投 資 有 価 証 券 売 却 益 4,320

固 定 資 産 処 分 益 173,357

そ の 他 11,644

特 別 損 失 89,164

固 定 資 産 処 分 損 4,085

減 損 損 失 15,182

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 69,896

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 118,377

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 113,115

法 人 税 等 調 整 額 △51,783

当 期 純 利 益 57,046

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 57,046
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連結株主資本等変動計算書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 5,323,965 6,275,173 2,669,468 △481,405 13,787,201

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △107,349 △107,349

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

57,046 57,046

自 己 株 式 の 取 得 △5 △5

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － △50,303 △5 △50,308

当 期 末 残 高 5,323,965 6,275,173 2,619,164 △481,411 13,736,893

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産
合 計そ の 他 有 価 証

券 評 価 差 額 金
土 地 再 評 価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 95,153 △853,614 15,289 △743,170 13,044,030

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △107,349

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

57,046

自 己 株 式 の 取 得 △5

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

34,724 - 58 34,783 34,783

当 期 変 動 額 合 計 34,724 - 58 34,783 △15,525

当 期 末 残 高 129,878 △853,614 15,347 △708,387 13,028,505
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貸　借　対　照　表
（平成30年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 負 債 の 部

流動資産

現金及び預金

受取手形

売掛金

商品及び製品

仕掛品

原材料及び貯蔵品

前払費用

短期貸付金

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物

構築物

機械及び装置

車輌運搬具

工具器具及び備品

土地

リース資産

無形固定資産

ソフトウエア

その他

投資その他の資産

投資有価証券

関係会社株式

長期貸付金

破産更生債権等

保険積立金

差入保証金

その他

貸倒引当金

 13,413,281

 1,441,509

 24,897

 1,565,305

 10,012,973

 17,124

 300,947

 36,005

 480

 38,586

 △24,549

 8,657,064

 5,349,938

 1,846,783

 19,043

 23,599

 3,182

 230,733

 3,177,696

 48,900

101,130

 11,454

 89,675

 3,205,994

 854,057

 976,862

 483,680

 105,071

 461,428

 335,729

 121,219

 △132,055

流動負債    7,286,077

支払手形      301,606

買掛金      707,993

短期借入金    5,660,000

１年以内返済予定の長期借入金      100,000

未払金      374,180

未払法人税等       73,018

賞与引当金       23,189

その他       46,089

固定負債    1,903,751

長期借入金    1,125,000

退職給付引当金      464,345

役員退職慰労引当金      106,948

繰延税金負債       60,039

再評価に係る繰延税金負債       48,841

長期預り保証金       54,948

その他       43,627

負 債 合 計    9,189,828

純 資 産 の 部

株主資本 13,605,260

資本金 5,323,965

資本剰余金 6,275,173

資本準備金 6,273,913

その他資本剰余金 1,260

利益剰余金 2,487,531

利益準備金 358,287

その他利益剰余金 2,129,244

別途積立金 2,000,000

繰越利益剰余金 129,244

自己株式 △481,411

評価・換算差額等 △724,743

その他有価証券評価差額金 128,870

土地再評価差額金 △853,614

純 資 産 合 計 12,880,516

資 産 合 計 22,070,345 負 債 純 資 産 合 計 22,070,345
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損　益　計　算　書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 12,394,939

売 上 原 価 7,406,476

売 上 総 利 益 4,988,462

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,108,402

営 業 損 失 △119,939

営 業 外 収 益 89,104

受 取 利 息 173

受 取 配 当 金 62,738

為 替 差 益 5,347

そ の 他 20,844

営 業 外 費 用 75,551

支 払 利 息 58,377

手 形 売 却 損 10,359

そ の 他 6,814

経 常 損 失 △106,386

特 別 利 益 189,322

投 資 有 価 証 券 売 却 益 4,320

固 定 資 産 処 分 益 173,357

そ の 他 11,644

特 別 損 失 188,339

固 定 資 産 処 分 損 1,272

減 損 損 失 15,182

関 係 会 社 支 援 損 171,884

税 引 前 当 期 純 損 失 △105,403

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 35,635

当 期 純 損 失 △141,039
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株主資本等変動計算書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計

資本準備金
そ の 他
資 本
剰 余 金

利益準備金

その他利益剰余金

別 途 積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 5,323,965 6,273,913 1,260 358,287 2,000,000 377,632 △481,405 13,853,653

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △107,349 △107,349

当 期 純 損 失 △141,039 △141,039

自己株式の取得 △5 △5

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － △248,388 △5 △248,393

当 期 末 残 高 5,323,965 6,273,913 1,260 358,287 2,000,000 129,244 △481,411 13,605,260

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 94,192 △853,614 △759,422 13,094,231

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △107,349

当 期 純 損 失 △141,039

自己株式の取得 △5

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
（ 純 額 ）

34,678 － 34,678 34,678

当 期 変 動 額 合 計 34,678 － 34,678 △213,715

当 期 末 残 高 128,870 △853,614 △724,743 12,880,516
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成30年５月25日

株 式 会 社 ナ ガ ホ リ
取締役会　御中

監査法人日本橋事務所
指 定 社 員

公認会計士 森 岡 健 二
業務執行社員
指 定 社 員

公認会計士 遠 藤 洋 一
業務執行社員
指 定 社 員

公認会計士 千 保 有 之
業務執行社員

当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社ナガホリ
の平成29年4月1日から平成30年3月31日までの連結会計年度の連結計算書
類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これ
には、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適
正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立

場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、
我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これ
に基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手
するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不
正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づい
て選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用
した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し

たと判断している。
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監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ナガホリ及び連結子会
社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。
以　上
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成30年５月25日

株 式 会 社 ナ ガ ホ リ
取締役会　御中

監査法人日本橋事務所

指 定 社 員
公認会計士 森 岡 健 二

業務執行社員
指 定 社 員

公認会計士 遠 藤 洋 一
業務執行社員
指 定 社 員

公認会計士 千 保 有 之
業務執行社員

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社ナガ
ホリの平成29年4月1日から平成30年3月31日までの第57期事業年度の計算
書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類
及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立

場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るた
めに、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について
監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の
判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚
偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計
算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し

たと判断している。
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監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及
びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。
以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第57期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査

人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と

意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に務めるととも

に、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重

要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び

財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社

の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応

じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社か

ら成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会

社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する

取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内

部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び

運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求

め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、

会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため

の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関す

る品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って

整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）

及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人監査法人日本橋事務所の監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人監査法人日本橋事務所の監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

平成30年５月29日

株式会社ナガホリ　監査役会

常勤監査役（社外監査役） 篠　原　　　繁 
社 外 監 査 役 佐 藤 亮 輔 
社 外 監 査 役 岩 上 和 道 

以　上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は株主の皆様に対する利益還元としての安定配当を経営の基本方針の

一つとしております。今期は誠に遺憾ながら当期純損失を計上いたしました

が、以下のとおり剰余金を処分し、基本方針としての安定配当を維持したい

と存じます。

　１．期末配当に関する事項

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　当社普通株式１株につき金10円といたしたいと存じます。

　なお、配当総額は153,356,220円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　平成30年６月28日

　２．その他の剰余金の処分に関する事項

①　減少する剰余金の項目およびその額

　　別途積立金　1,000,000,000円

②　増加する剰余金の項目およびその額

　　繰越利益剰余金　1,000,000,000円
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第２号議案　取締役２名選任の件

　本総会終結の時をもって田端馨氏が取締役を辞任されますので、経営体制の強

化を図るために取締役１名を増員することとし、取締役２名の選任をお願いする

ものであります。なお、新たに選任された取締役の任期は、当社の定款の定めに

より、他の在任取締役の任期の満了する時までとなります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 数

１

あ

吾
ごう

郷
 

 
まさ

雅
ふみ

文

(昭和38年８月11日生)

昭和62年４月　株式会社協和銀行（現株式会社

りそな銀行）入行

平成29年２月　株式会社ナガホリ入社　管理

本部総務部部長

平成29年６月　株式会社ナガホリ　執行役員

管理本部総務部長

平成30年４月　株式会社ナガホリ　執行役員

管理本部副本部長就任（現在に

至る）

10,000株

[取締役候補者とした理由]

吾郷雅文氏は株式会社りそな銀行での豊富な経験と専門的な業務知識を有しており、当社に入

社後は管理部門を担当し、現在は執行役員管理本部副本部長を務めております。この豊富な経

験と企業経営に関する高い知見を有していることから新たに取締役として選任をお願いするも

のであります。

２

かわ

川
むら

村
 

 
ただ

忠
お

男

(昭和33年１月13日生)

昭和56年４月　セイコージュエリー株式会社入

社

平成20年７月　エスジェイジュエリー株式会社

入社

平成21年７月　エスジェイジュエリー株式会社

代表取締役社長就任（現在に至

る）

－

[取締役候補者とした理由]

川村忠男氏はセイコージュエリー株式会社に入社以来、ジュエリー業界においての豊富な経験

と幅広い知識を有しており、エスジェイジュエリー株式会社代表取締役に就任してからは企業

経営の手腕を発揮し、平成25年の当社グループ編入後におきましても当社グループの経営基盤

を支えてこられました。当業界における豊富な経験と企業経営に関する高い知見を有している

ことから新たに取締役として選任をお願いするものであります。

（注）１．新任の取締役候補者であります。

　　　２．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

以　上

－ 27 －



株主総会会場ご案内図

東京都台東区池之端一丁目４番１号
東天紅上野店　５階　飛鳥
電話　03（3828）5111

Ｊ　　　Ｒ　上野駅しのばず口　　　　　　　　　　徒歩13分
　　　　　　御徒町駅　　　　　　　　　　　　　　徒歩13分
私　　　鉄　京成線・京成上野駅　　　　　　　　　徒歩10分
地　下　鉄　千代田線・湯島駅（西日暮里寄出口）　徒歩３分
　　　　　　銀座線・上野広小路駅　　　　　　　　徒歩10分
　　　　　　大江戸線・上野御徒町駅　　　　　　　徒歩10分
　　　　　　日比谷線・上野駅又は仲御徒町駅　　　徒歩13分

お　願　い：当日は会場周辺道路および駐車場の混雑が予想さ
れますのでお車でのご来場はご遠慮願います。

◎当社ウェブサイト　www.nagahori.co.jp


